
特別職の給与引き上げ、窓口民間

委託、ふるさと納税は問題です

■
特
別
職
へ
の
退
職
手
当

に
つ
い
て
支
給
停
止
等
を

求
め
る
陳
情

　

１
点
意
見
を
付
し
て
、
賛
成
の
立
場

で
討
論
を
し
ま
す
。

　

陳
情
の
主
旨
と
は
基
本
的
に
支
持
で

き
ま
す
。
流
山
市
長
の
、
１
期
４
年
ご

と
の
１
５
０
０
万
円
を
超
え
る
退
職
金

は
多
す
ぎ
る
と
言
う
だ
け
で
な
く
、
そ

も
そ
も
不
要
だ
と
考
え
ま
す
。

　

こ
の
種
の
議
論
の
中
で
は
、
重
責
を

担
う
市
長
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持

す
る
た
め
、
市
長
の
な
り
手
を
確
保
す

る
た
め
に
は
高
額
の
退
職
金
も
容
認
さ

れ
る
べ
き
と
の
議
論
も
あ
り
ま
す
。
し

か
し
、
市
長
を
務
め
よ
う
と
い
う
ほ
ど

の
人
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は
別
の
所
に

置
か
れ
る
べ
き
で
し
ょ
う
。
現
に
、
二

元
代
表
制
の
も
う
ひ
と
つ
の
担
い
手
で

あ
る
市
議
会
議
員
に
お
い
て

は
、
退
職
金
な
ど
な
く
て
も

し
っ
か
り
と
仕
事
を
し
て
き

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
市
長
の
退
職
金
廃

止
の
主
張
に
、
ポ
ピ
ュ
リ
ズ

ム
、
大
衆
迎
合
主
義
だ
と
の

非
難
を
向
け
る
む
き
も
あ
り

ま
す
。
し
か
し
、
高
額
な
退

職
金
の
廃
止
は
市
民
感
覚

④ ①

流山市議会事務局　〒 270-0192　流山市平和台 1-1-1　 04-7150-6099

阿部はるまさ 市政報告
2019 年冬号の
流山市議会
社民党

か
ら
す
れ
ば
む
し
ろ
自
然
な
願
い
、

ま
っ
と
う
な
主
張
だ
と
受
け
と
め
る

べ
き
で
す
。

　

も
し
、
１
期
ご
と
の
１
５
０
０
万

円
を
市
の
施
策
に
振
り
向
け
、
創
意

を
発
揮
す
る
な
ら
ば
、
さ
さ
や
か
と

は
言
え
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
の

た
め
の
様
々
な
夢
の
あ
る
事
業
も
可

能
に
な
る
は
ず
で
す
。
市
の
職
員
の

仕
事
に
対
す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も

高
ま
る
は
ず
で
す
。

　

最
後
に
、
陳
情
項
目
の
う
ち
３
つ

目
の
、
こ
れ
ま
で
に
受
け
取
っ
た
退

職
手
当
は
ふ
る
さ
と
納
税
を
活
用
し

て
頂
き
た
い
と
の
部
分
は
、
私
は
ふ

る
さ
と
納
税
制
度
に
は
反
対
の
立
場

で
す
の
で
、
こ
の
点
は
疑
問
を
持
っ

て
い
る
こ
と
を
付
言
し
、
陳
情
に
賛

成
と
さ
せ
て
頂
き
ま
す
。

　
　
　
　
　

賛
成
５　

反
対
２
１

　第３に、ふるさと納

税での報償費の追加。

私が流山市議会の中で

何度も指摘をしてきた

ことですが、ふるさと

納税制度は、寄付をす

る余裕のある市民には

税の控除が受けられる

がそうでない者への恩恵はない、極めて不公平な制度です。

そもそも全国の多くの自治体が競って取り組む中で、結局

はこちらの自治体で減った分をあちらの自治体が得るとい

う、全体としてみればゼロサムゲームに近い制度です。

　それぞれの自治体が創意工夫を発揮するという建前とは

裏腹に、中央政府からあてがわれた制度に猫も杓子も飛び

つく風潮が蔓延し、自治体独自の、あるいは個々の自治体

職員の創意工夫は削がれていく一方です。そういう制度で

しかないという事が、ますます明らかになってきている今、

流山市はむしろこの制度から率先して離脱することで、流

山市民のプライドの醸成に貢献するべきです。

　以上、社会福祉費や児童福祉費の追加補正、人事院勧告

に基づく一般職の給与改定などの必要を認めつつも、見過

ごしに出来ない幾つかも問題を抱えた補正予算案であると

指摘し、反対と致します。　　　　　反対 5　賛成 20

■議案　流山市一般会計補正予算

　自治体の補正予算案ですから、中には必要で妥当な補正、

例えば障害者自立支援給付事業、市立保育所の整備事業、

保育所の運営委託事業、児童手当事業、人事院勧告に基づ

く一般職の人件費の追加補正等々も含まれていることは当

然です。しかし、以下に指摘する諸点は、承服できない大

きな問題をはらんでいると考え、反対します。

　そのひとつは、市長 ･ 副市長など特別職の給与引き上げ

が含まれていること。これは、今議会に提出された陳情に

ついての討論の中でも述べますが、特別職の給与は一般職

などの生活給とは異なってもともと高額であり、今以上の

引き上げは必要を感じられません。

　第２に、新設されるおおたかの森出張所の窓口委託料。

この部分はマニュアル作りに関連した委託料の減となって

いますが、出張所の窓口委託は流山市として初めての試み。

窓口の民間委託については、他の自治体では個人情報の漏

洩などの問題も発生しています。それよりも何よりも、自

治体の仕事を後方と窓口、権力の行使とそれ以外の業務と

いう形で機械的に切り離して後者を民間委託するやり方

は、公務からその一体性を失わせ、住民の要望に応え、住

民の権利を実現するという公務労働の大事な性格を損なわ

せ、また官製ワーキングプアを増やす懸念があります。

反
対

賛成
市
長
な
ど
特
別
職
の
高
額
な

退
職
手
当
は
支
給
必
要
な
し

昨年 12 月市議会には市当局からの多くの議案と市民からの２つの陳情が提出されました。そのうち、流山市一般会計
の補正予算への反対討論と市長など特別職の退職金の支払い停止を求める陳情への賛成討論の要旨を掲載いたします。

Ｉ  a
gre

e！

福祉・介護の何でも相談
　月に１回、行っています。相談スタッフは、社会福祉
士、介護福祉士、ケアマネジャー、精神保健福祉士など
の資格を持った専門家、大学教員です。
　日程調整のため、事前連絡を下記までお願いします。

日時　1月は日程調整中
　　　2月は日程調整中
場所　社民党流山事務所
　　　流山市平和台2-4-3　広葉ビル201
連絡先　090-2481-9040（阿部治正）

お気軽に

どうぞ

阿
部
治
正
は
こ
の
５
年
３
ヶ
月
間
、
平
日
は

毎
朝
（
荒
天
や
出
張
な
ど
で
市
内
に
い
な
い
日
を
除
き
）

駅
頭
に
立
ち
市
政
の
報
告
を
し
て
い
ま
す
。

Ｉ  o
ppo

se!

2018 年９月市議会で市が答弁 2018 年 12 月市議会で市が表明

市民の皆さんの応援で実現

他
の
幾
人
か
の
議
員
も

　
取
り
上
げ
て
来
ま
し
た

他
の
幾
人
か
の
議
員
も

　
　
主
張
し
て
き
ま
し
た



認識している。

（２）水戸市民を流山市に受け入れるための協

定は東海第２原発における事故の発生を想定し

ている。流山市も事故が発生しうるとの認識を

共有したが故の避難協定の調印だ。では、具体

的にどの様な事故を想定しているのか。

　例えば、水戸市の防災計画の想定では、大きく

「警戒事態」と「緊急事態」の２つに分け、緊急事

態もさらに「施設敷地内の事態」と全「全面事態」

の２つに分けている。

  「施設敷地緊急事態」とは、原子力施設において、

人々に放射線の影響をもたらす可能性のある事象

が生じたため、緊急時モニタリングの実施等によ

り、事態の進展を把握するための情報収集の強化

を行う段階とされる。

  「全面緊急事態」は、原子力施設において人々に

放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が

生じたため、その影響を回避、低減する観点から、

迅速な防護措置を実施する必要がある段階とされ

る。

　では、流山市はどの事態を想定しているのか。

＜答弁＞想定して

いる事態は事故に

よる放射性物質の

放出等である。 茨

城県や水戸市の広

域避難計画で適切

な防護措置の実施

の基準を定めてお

り、 事故の具体的内容を詳細に定めている。

（３）水戸市民の流山市への避難計画は、水戸

市民の被災の防止や軽減のためにどのように役

立つのか、あるいは役立たないのか。すでに様々

な限界や問題点が指摘されているが、以下の諸

点を問う

 ア　水戸市民

は自家用車で

流山市を含む

千葉県内の６

自治体に避難

するとされて

いるが、現実

性がある計画

なのか。国道６号線の交通渋滞、自家用車の一時

駐車場所、そこから６市への移動はどうするのか。

行政はただ作文をすれば良いのだろうが、物事を

現実的に考えざるを得ないバス会社などは協力を

拒否している。これらの事態をどう考えるか。

＜答弁＞自家用車での避難を原則としている。 流山

市としては、 茨城県内で駐車場を確保し、 そこから

千葉県内各地に避難すると理解している。

 イ　受入れ自治体の避難所の多くは、高校 ･中学

･小学校の体育館とされている。そうであれば、避

難所となる学校の近隣住民、自治会、ＰＴＡ等へ

の周知と理解が必要となる。そのための説明や協

議が全く行われていないままの計画は、避難計画

としての前提を欠いた欠陥計画ではないか。

＜答弁＞避難所は、 本市の指定避難所のうち、 予め

定めた施設の一部。 現時点では個別の避難所は決

定していない。 決定した場合は周辺住民に説明会を

行う。

    

　流山市と水戸市の協定締結に対して、以下の①

の問題点を厳しく指摘し、②～④を強く要望する。

①　広域避難受け入れは「人道上当然のこと」「災

害対策基本法上の要請だ」とされるが、実際の受

け入れ計画は人道上の必要を満たすものとも、災

害対策基本法上の要請を満たすものともなってい

ないことが答弁からも明らかになった。

　このことは、東海第 2原発周辺の自治体首長た

ち自身が、避難計画は不十分、そもそも原発事故

という大惨事を前提にした避難計画などは立てよ

（１）水戸市など東海第２原発周辺の住民の避難

計画は、原発を再稼働する前提とされているた

め、原子力業界や国は計画の策定を急ぐよう自

治体に求めている。そこで以下の点を問う。

ア　事故の発生

があり得る東海

第 ２ 原 発 か ら

９０キロメート

ルしか離れてい

ない流山市は、

この原発につい

てどう考えるか。

　 つ ま り、 ①

老朽原発。②トラブルを繰り返してきた原発。③

原発以上に危険な核燃料工場が直ぐ近くに存在す

る原発。④ 3・11 東日本大震災で被災しその後の

対策も十分にできていない原発。⑤３０㎞圏に

９６万人が住む原発。⑥資金面での困難に陥って

いる原発。以上の現状についての流山市の見解は。

＜当局の答弁＞　原子力規制委が最長 20年の運転

期間延長を認可し、 所定の手続きを得ている。 安全

協定を結んだ6自治体の地元同意を得られるかが焦

点となっているが、 那珂市は反対の意向を示してい

る。 東海第 2原発の現状については答弁を差し控え

る。 再稼働については、 十分な安全性の確保はもと

より立地自治体や周辺自治体との十分な協議の上、

合意の下に判断して欲しい。

    

イ　東海第 2の再稼働について市はどう考えるか。

茨城県内では 2018 年 9月現在で、44 自治体のう

ち29自治体が再稼働や運転期間延長に反対を表明。

千葉県内でも野田市が再稼働に反対、6自治体議会

が再稼働・運転期間延長に反対したり廃炉を求めて

いる。流山市も反対の姿勢を示すべきではないか。

＜答弁＞安全性についての様々な議論がされてい

るが、 再稼働に必要な所定の手続きが進んでいると
③②

避
難
道
路
確
保
は
？
　
避
難
所
＝
学
校
近
く
の
市
民
へ
の
説
明
は
？

流
山
市
が
原
発
事
故
の
被
災
地
に
な
っ
た
時
の
避
難
計
画
は
？

人道支援の計画と呼べるか？
水戸市との原発事故避難協定

再稼働に手を貸す協定にしてはダメ！

●流山市に最も近い東海第 2 原

発の再稼働に市も反対を

うがない等々と語っていることからも明らかだ。

　協定締結は、むしろ東海第 2原発の再稼働の条件

とされ、再稼働の露払いの役割を担わされている。

広域避難計画は、社会的・政治的な文脈上では、東

海第２原発の再稼働の動きと強力にリンクさせら

れている。この苦い現実を「再稼働とは関係が無い」

「災害対策基本法上の要請」などという言葉で誤魔

化さず、直視すべきだ。

②　水戸市の防災計画の中でも言われているよう

に、そもそも原子力災害は「被ばくや汚染により復

旧・復興作業が極めて困難となることから、原子力

災害の発生または拡大の防止が極めて重大である」

のは明らかだ。

　また水戸市の計画は「被ばくの影響は、被ばくか

ら長時間経過した後に現れる可能性があるので、住

民等に対して、事故発生時から継続的に健康管理等

を実施することが重要である」とも述べている。

　だとするならば、流山市も茨城県内の多くの自治

体とともに、運転期間延長反対、再稼働反対の声を

あげていくべきだ。

③　流山市

の答弁から

も、問題だ

らけの受け

入れ計画で

あることが

明 ら か と

なった。し

かしこの状

態に留まるべきではない。

　水戸市の原子力災害対策は、災害基本法第 42条

に基づいて毎年検討を加え、必要がある場合は変更、

修正するとされている。流山市としても、こうした

機会を捉えて、よりまともな広域避難計画としてい

くよう、協定の一方の当事者としての責任を持って、

提言をしていくように強く求める。

④　水戸市との協定において、流山市自身が原発事

故の被災地となる可能性を市は事実上認めた。そう

である以上、流山市も独自の実効性ある原発事故対

策を立てて住民の安全確保に万全を期すべきだ。

●水戸市が想定する事故は「全面緊

急事態」という過酷事故

●具体性を欠く受け入れ計画は水戸

市民に困難を強いるだけ

●避難協定が再稼働の前提作りへの

協力になってはならない

●真に人道支援の名に値する避難協

定をめざせ

住宅地の直ぐ側に立つ東海第２原
発、もし事故が起きれば

病人、高齢者、子ども、妊婦はど
う守るのか

国道６号線は避難者の車で大渋滞は必
至。どこに車を止め、どう避難するのか。

再稼働させないことが一番の安全対策！

2018年12月議会

での阿部治正の

一般質問（要旨）


